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は じ め に 
 

 

 

 

 

 「交通」を巡る問題は，実に多岐にわたります．道路

混雑や公共交通の利用者離れをはじめとして，環境問題

や土地利用問題や過疎化問題にも大きな影響を及ぼして

います． 

 それら諸問題は実に多くの要素が絡み合う複雑な問題

であり，一朝一夕に解消することは難しいと言わざるを

得ません．実際，これまでにも，交通施設整備や交通需

要マネジメント（TDM）をはじめとして，様々な試みが

なされてきましたが，諸問題を快方に導く“処方箋”は

なかなか見いだされていないのが現状と言えるでしょう． 

 

 しかし，もしもひとり一人の“移動”（モビリティ）が

変わるのなら，つまり，交通行動における行動変容が生

じるのなら，それら諸問題は，抜本的に解消されること

となるのではないでしょうか． 

道路交通混雑は，人々の自動車利用の合計が，一定の

道路容量を超過するために生じます．したがって，ひと

り一人の行動が少しずつ自動車利用を控える方向に変容

するなら，渋滞は緩和，解消されることでしょう．そし

てそれに伴って，都市の効率性は向上し，環境問題は緩

和されることでしょう．一方，一定数以上の人々が公共

交通を利用するようになれば，交通事業者の収入は増え，

交通サービスの改善が可能となり，それを通じてさらに

利用者は増えることとなるでしょう．そして，駅周辺の

市街地の活性化や，過疎地における過疎化に歯止めがか

かることも期待できることでしょう． 

 

 この様な人々の移動（モビリティ）に関する“行動変

容”を促すマネジメント施策，それが，本手引き書のテ

ーマである， 

   モビリティ・マネジメント 

   （mobility management； 略称，MM） 

 

です．「モビリティ・マネジメント」という用語は主に欧

州で使用されてきましたが（付録 1参照），次のように一

般的に定義することができます（藤井，2005）． 

 

(MM の定義) ひとり一人のモビリティ（移動）が，

社会的にも個人的にも望ましい方向注）に自発的に

変化することを促す，コミュニケーションを中心

とした交通政策 

  注：例えば，過度な自動車利用から公共交通・自転車等を

適切に利用する方向 

 

 本書は，このモビリティ・マネジメント（MM）に関

する，実務のための手引き書です．この手引き書は， 

 

  ・国や地方自治体の行政， 

  ・コンサルタントやシンクタンク， 

  ・鉄道会社やバス会社等の交通事業者， 

  ・大学や研究機関の研究者や学生，そして， 

  ・その他，交通問題に関心を持つ種々の立場（NPO

等） 

 

で，実際に交通問題に関わる様々な方々を対象として，

書かれたものです．その内容は，MM を，種々の交通問

題の“処方箋”の一つとして活用する局面において必要

となるであろう知識と情報を，とりまとめたものです． 

 

 なお，本手引きが，通常の実務のための「マニュアル」

とは次の点で少々異なる点については，ここで記してお

きたいと思います．すなわち，MM は，需要予測や費用

便益分析などとは異なり，概ね成功を保証するような実

務的手順をマニュアル的にとりまとめることは基本的に

難しい，という点です． 

 

 これは，MM が人と人との「コミュニケーション」を

基本としたものだからです． 

 

 ついては，本書を実務に活用頂くにあたっては，最初

に第 1章の「MM の考え方」をご理解頂くことが重要な 
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入り口になるのではないかと考えております．第 1 章で

は，なぜ人々の交通行動の変容が求められているのか，

そして，モビリティ・マネジメントはどのようにして人々

の行動変容を導き得るのか，について簡潔に論じます．

こうした基本的な理解は，MM を成功に導く鍵となりま

す．その上で，第 2 章の「実務的な基礎知識」を参照し

つつ，具体的な行政や実務の状況に応じて， 

 

 ・住民（居住世帯）を対象とする MM を検討する場合

には第 3章， 

 ・学校での MM を検討する場合には第 4章， 

 ・職場での MM を検討する場合には第 5章， 

 ・特定の路線の利用促進を検討する場合には第 6章， 

 ・ポスターやニューズレター等 MM 施策上の補足的な

支援策を検討する場合には補章， 

 

をそれぞれ適宜参照する，という形で，本手引き書を活

用頂ければ幸いです（上記の本書の構成図をご参照下さ

い）．なお，本書の付録や図のカラーイメージは，

http://www.plan.cv.titech.ac.jp/fujiilab/ws/（2005年 2月時点）

に pdf 形式で掲載しておりますので適宜ご参照下さい。 

 

 最後に，ここで記載致しました MM の各種技術は，未

だ発展途上のものであることも申し添えておきたいと思

います．もちろん，本手引き書は，執筆時点において，

実務的に最適であろうと考えられる各種技術をとりまと

めたものです．しかし，厳密な意味において，すなわち

心理学的・行動科学的に，その最適性が立証されてはい

ない点も残されています．その意味でも，よりよい MM

技術を探るための学術的な研究を進める際にも，本書を

参照頂ければ幸いです． 

 以上の留意事項を踏まえつつ，現実の交通行政や実務

における MM の適切，かつ，効果的な実施の手助けに，

本手引き書を活用頂ければ，そしてそれによって，現実

の交通問題やモビリティ確保などの諸目的の達成の一助

となれば，望外の幸せであります． 

 

2005 年 2 月 20 日 

 

土木学会計画学研究委員会 

「土木計画のための態度・行動変容研究小委員会」 

委員長・藤井 聡  
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